
36

　「資源ごみの分別」が最も多く、全体の80％近くの事業所が実施していると回答しています。また、「紙の使用制限」、

「ものを長持ちさせる」などの項目で実施が半数を超えています。これらに代表される資源・エネルギーを節約する取

り組みについては各項目高比率となっています。

　「エコラベル商品の利用」、「ものを長持ちさせる」など、現在取り組んでいることとして比較的高い項目が、今後の取

り組み予定としても回答率が高くなっています。

現在行っている環境保全のための取り組みと予定

（２）事業者の環境への意識

図4-12　現在行っている環境保全のための取り組みと予定（複数回答）

※一般廃棄物／家庭から生じた可燃ごみなどの廃棄物と事業活動に伴って生じた廃棄物のうち産業廃棄物以外のもの（事務所・商店等から生じた紙ごみ、

飲食店から生じた生ごみなど）をいう。一般廃棄物の処理は、市町村が処理計画を定めて実施する。

※公害防止協定／公害の防止を目的として、地方公共団体及び地域住民等と事業者の間で結ぶ協定のこと。公害を防止するため、事業者がとるべき措置

を相互の合意形成により取り決めたもの。

※有害化学物質／人の健康または生活環境に係る被害を生ずる恐れのある物質。人間の諸活動から発生する有害な化学物質は非常に種類が多い。例⇒

カドミウム及びその化合物、水銀、六価クロム、ＤＤＴ、トリクロロエチレン、人体への影響が心配されている環境ホルモン（ダイオキシン、ＰＣＢ、ビスフェノー

ルＡ等）、化石燃料の燃焼による二酸化窒素、二酸化硫黄など多種多様。

※産業廃棄物／事業活動に伴って生じた廃棄物のうち、燃え殻、汚泥、廃油、廃酸、廃アルカリ、廃プラスチック類など19種類をさす。省略して「産廃」と呼

ばれている。産業廃棄物については、事業者が自らの責任で、環境汚染が生じないように適正に処理すべきことが義務づけられている。
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①再生紙、文房具などのエコラベル商品の積極的な利用

②紙の使用量の削減（両面コピー、裏紙の利用など）

③資源ごみの分別排出（事業系の一般廃棄物
※

）

④自動車の効率的利用

⑤低公害タイプの車両の導入

⑥ものを長持ちさせて使用する

⑦製品の過剰包装をしない

⑧太陽光利用等の自然エネルギーの利用

⑨普段のオフィス照明などの節電

⑩深夜電力の導入

⑪敷地内の雨水地下浸透対策（雨水の地下浸透桝）や、雨水利用

⑫敷地内のみどり、オープンスペースの創出

⑬従業員の環境に関する研修等の実施

⑭公害防止協定
※

の締結

⑮回収、リサイクルの容易な製品づくり

⑯製品等への再生資源等の活用、開発

⑰生産施設の使用エネルギーの効率化

⑱有害化学物質
※

の代替化、または管理強化

⑲産業廃棄物
※

の削減とリサイクル

⑳その他
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　「現在は取得を考えていない」の回答が最も多く、全体の45.5％を占めています。「既に取得」、「取得に向けて活動

中」、「取得を検討中」の回答率を総てあわせても全体の1割程度であり、取得に対する関心は低い傾向にあります。

　業種別には、建設業、製造・加工業で比較的取得への関心が高くなっています。

環境マネジメントシステム
※

（ＩＳＯ14001
※

など）の認証取得について

図4-13　環境マネジメントシステム（ISO14001など）の認証取得状況

※環境マネジメントシステム／事業者が環境保全対策を自主的に進めるために構築する枠組みのこと。q経営者自ら環境に関する方針を定め、w事業活

動に伴う環境への負荷を把握のうえ、その方針に沿った目標と計画を策定し、e実行のための組織やマニュアル類の整備を行い、r目標の達成状況や計

画の実施状況を点検し、全体のシステムの見直しを行う一連の手続きを実施したうえで、さらにこの手順を繰り返すことによって取り組みを高めていこうとす

るもの。この環境マネジメントシステムの中で自主的な環境管理に関する計画などの実行状況を点検する作業を環境監査と呼んでいる。

※ISO14001／企業や地方公共団体等が、地球環境に配慮した事業活動を行うために、国際標準化機構（ISO）が作成した国際規格（環境マネジメントシス

テム）のこと。ISOでは、1993（平成5）年から事業者の環境マネジメントに関する国際標準化作業を進めてきたが、1996（平成8）年にその一部（ISO14000シ

リーズ）が発効し、法的強制力はないが、最近では事実上の統一規格となってきている。

⑤特に必要ない
　　14.1%

⑥よく知らないので、
　わからない
　　21.2%

④現在は、特に取得を
　考えていない
　　45.5%

①既に認証を
　取得している
　　1.0%

②取得に向けて
　活動中　
　　3.0%

③取得を検討中
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　「従業員一人ひとりの意識」の回答が半数を超え、「消費者の意識」も30％に満たないなど、環境問題への認識の低

さが多くあげられています。また、「環境保全に取り組む経費」も42.4％にのぼっています。

　環境負荷を減らすために必要な支援策としては、「行政からの情報発信」を求める声が最も多く、「環境保全活動へ

の財政支援」とともに、半数を超える事業所が「最も必要」と答えています。

　「uその他」の内容としては、「支援を受ける側の意識が必要」という意見のほか、「行政が率先して手本を示すべき」

など、それぞれの当事者意識を重要と考える回答が多くなっています。

環境負荷を減らすための課題と支援

図4-14　環境負荷を減らすための課題（複数回答）

図4-15　環境負荷を減らすために必要と思う支援策（複数回答）
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①消費者の意識

②環境保全に取り組む経費

③経営者の判断

④事業所内の環境保全のシステムづくり（ISO14001の認証取得など）

⑤従業員一人ひとりの意識

⑥他の企業との連携不足、取り組み情報の不足

⑦取り組みについての情報不足

⑧その他

無回答

①環境保全活動への財政支援

②他の企業との連携、情報のネットワーク支援

③環境にやさしい企業としての宣伝

④ISO14001などの認証取得についての支援

⑤行政から事業所向きの環境保全に対する情報の発信、提供

⑥塩竈市独自の環境企業エコマーク認定などの取り組み

⑦その他
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